
第6回社会保障蕃議会年金部会  

経 済 前 提 専 門 委 員 会  資料1－2  

成 2 0 年11月11日   

〔参考資料〕   



平成16年財政再計算における経済前提の設定について  

1．設定の基本的考え方  

・財政再計算の基礎率としての経済前提については、平成11年財政再計算で   
は、過去実績の平均をもとに、経済成長率の将来予測などを総合的に勘案   

して設定していた。  

平成16年財政再計算では、「社会保障審議会年金資金運用分科会」（以下、  

「運用分科会」という。）における議論などを踏まえ、平成21（2009）年度以降  

済の  の長期的な経済前提については、過去の実績を基礎としつつ、日本経  

潜在成長率の見通しや労働力人口の見通し等を反映したマクロ経済に関す  

る試算に基づいて設定することとした。  

・なお、平成20（2008）年度までの経済前提については、内閣府が作成した「改   

革と展望－2003年度改定（内閣府）」の参考試算（以下、「改革と展望」とい   

う。）に準拠することとした。   



2．物価上昇率の設定  

（1）足下（平成20（2008）年まで）の設定  

平成16（2004）年～平成20（2008）年の期間については、「改革と展望」にお  
ける、平成16（2004）年度～平成20（2008）年度の消費者物価上昇率を用い  

た。  

（2）長期（平成21（2009）年以降）の設定  

平成21（2009）年以降は、消費者物価上昇率の過去20年（昭和58（1983）～  

平成14（2002）年）平均が1．0％であることや、「改革と展望」において、平成  

16（2004）年度～平成20（2008）年度の平均消責者物価上昇率が1．0％であ  

ることから、1．0％と設定した。  
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3．実質賃金上昇率と実質運用利回りの設定  

（1）平成20（2008）年までの設定   

平成16（2004）年～平成20（2008）年の期間については、「改革と展望」における実質   
経済成長率（名目経済成長率一消費者物価上昇率）及び長期金利の見通しや、厚生   
労働省職業安定局による労働力率の見通し等を基礎として、5年間の平均として、こ   
れらと整合的な実質賃金上昇率及び実質長期金利（10年国債応募者利回り一消責   

者物価上昇率）の推計を行った。  

〔実質賃金上昇率〕  

5年間平均の名目経済成長率   1．9％程度 ①   
′′  労働力人口増加率   0．1％程度 ②  

く＞  
「‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾t‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾蠣‾  

：名目賃金上昇率＝労働力人口1人当たり名目経済成長率  
1．8％（＝①－②）  

：実質賃金上昇率 ＝ 名目賃金上昇率一消費者物価上昇率（1．0％）  

＝ 0．8％  
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〔実質運用利回り〕  

5年間平均の名目長期金利  1．9％程度  

く＞  
「‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾一‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

！実質長期金利 ＝ 名目長期金利 一消費者物価上昇率（1．0％）  
l■1－ ▼r ▼’▼‾  

＝0・9％程度（※1）  
l  

】  
＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿．＿ ＿ ＿ ＿．．．．＿．．．＿．＿．＿ ＿．＿ ＿ － ＿ 一＿」  

く＞分散投資により追加的に確保される運用利回りの幅（0～0・5％）（※2）  
「‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

！実質運用利回り  ＝ 0．9～1．4％程度  

し ＿ 

（※1）この結果は、運用分科会において、直近のイールドカーブ等からみて概ね違和感のない水準とされた。  

（※2）一定のリスクをとり、国内外の株式等を組み入れた投資分散を行う場合には、運用利回りの見込み値は長期金利よりも高くなる  

と考えられる。現行の基本ポートフォリオは、国内株式、外国債券、外国株式というリスク・リターンの異なる資産を組み入れること  
により、運用収入が年金財政上の予定を下回るリスクを最小にするという考え方に基づいて設定されており、結果として全額国内  
債券で運用する場合と同程度の利回り変動リスクをとりつつ、国内債券の期待収益率を0．5％上回る期待収益率が見込まれてい  

る。  
第1表 足1⊂の実父】■金」＝鼻串讐のt受定の根拠  

（Qbl  

名巨］経済  ；肖貴著物価  労イ動力人口   名目  
成長率   」二昇率   増力ロ率   長期金手り   

平成16（2004）   0．5   ∠ゝ 0．2   0．44   ！＿3   

17（2005）   1．4   0．5   0．35   t．5   

18（2006）   2．1   1．2   0．02   1．8   

19（2007）   2．5   1．5   ∠ゝ 0．21   2．3   

20（2008）   2．9   t＿9   ∠ゝ 0．22   2．8   

出典二労働力人口士■カ口車lまロF生掌‖勧省の見通し。そのイ也lま内閣一存「改革と展∃㌢－2003年  
J妻改定」の参考資＊斗。  4   



（2）平成21（2009）年以降の設定  

長期の設定については、運用分科会の報告「運用利回りの範囲について（検討結果の報告、平成   

15年8月27日）」におけるケース2として示された実質賃金上昇率及び実質運用利回りの中央値（端   

数切捨）を基準ケースとして使用した。（経済好転ケースはケース1、経済悪化ケースはケース3を使   

用。）  

〔前提〕  

○ 生産性の向上など経済成長の原動力となる全要素生産性（TFP）上昇率に関して、基準ケースでは0．7％（経   
済好転ケースでは1．0％、経済悪化ケースでは0．4％）と設定  

※ 平成19（2007）年度までは「改革と展望－2002年度改定（内閣府）」の参考試算と整合的になるように0．2％と設定し、平  

成20（2008）年度以降の長期的な設定は、平成13年度年次経済財政報告における中長期的な潜在成長率の推計におい  
て、構造改革の実行を前提として中長期的には年0．5～1％程度に高まることは十分可能とされていることに準拠して設定  

したもの。  

○ 過去において長期的にみると、日本経済全体の利潤率と実質長期金利とは概ね比例関係にあることから、過   
去15～25年間程度の平均の実質長期金利の水準（2．8～3．4％）に、推計で得られた将来（2008～2032年度）   
の利潤率の過去の利潤率に対する比率（0．55～0．7程度）を乗じることにより、将来の実質長期金利水準の推   

計を行う。  

○ 実質賃金上昇率は、労働力人口1人当たり実質GDP成長率と同程度とみる。  

○ 分散投資により、追加的に確保することのできる運用利回りの上限を0．5％と見込んで、実質運用利回りの上   
限は、推計された実質長期金利の上限に0．5％を加えたものとする。  

基準ケース   経済女子転ケース   経麦芽悪イヒケース   

1人当たり実質賃金」二昇率   1．1～1．2％程度   1＿5～1．6％程度   0．8％程度  

［1，1％］   ［1．5％］   ［0．8％］   

1．8～2．6％程度   1．9～2．7％程度   1，7～2＿5％程度  
実質運月∃手I一回り  

［2．2％］   ［2，3％］   ［2＿1％］   

（参考）  
実質的な運用奉り回リ  ［1，1％］   ［0．8％］   ［1．3％］   
（＝積立金運用奉り回り一賃金」二昇率）  
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4．長期の設定の詳細  
（1）推計の枠組み  

・ 20～30年の長期の期間における一国経済の成長の見込み等について推計を行う成長経済学の分   

野においては、新古典派経済学の標準的な生産関数である「コブ・ダグラス型生産関数（※）」に基づ   

いて推計を行うのが一般的。  

（※）コブ・ダグラス型生産関数とは、GDPの資本と労働に対する分配率が一定という仮定の下で、以下が成り立つ。  

経済成長率（実質GDP成長率）＝ 資本成長率×資本分配率 ＋ 労働成長率×労働分配率  

＋ 全要素生産性（TFP）上昇率  

以下の式を用いると、a．全要素生産性上昇率、b／資本分配率、C．資本減耗率、d．総投資率の4つの  

パラメータを設定すれば、財政再計算における労働力人口の見通しと整合的な   

ア 労働力人口1人当たり実質GDP成長率（1人当たり実質賃金上昇率）   

イ 利潤率  

の値を逐年、推計できる。  

労働力人口1人当たりの実質GDP成長率（1人当たり実質賃金上昇率）  

＝（資本成長率一労働成長率）×資本分配率 ＋ 全要素生産性上昇率  

※「労働力人口l人当たりの実質GDP成長率＝実質GDP成長率一労働成長率」、「労働分配率一1＝ 一資本分配  
率」であることを用いた。  

資本成長率 ＝ 総投資率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率  

利潤率 ＝  資本分配率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率  

なお、将来の労働力投入については、労働力人口の推移だけでなく1人当たり労働時間の推移も  
影響するが、ここでは、1人当たり労働時間は変化しないものとして推計を行った。  
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（2）パラメータの設定と推計結果   
推計のパラメータは次により設定した。   

a．全要素生産性（TFP）上昇率  
平成13年度年次経済財政報告（内閣府）において、構造改革の実行を前提として長期的には0．5～1．0％に高まる  

ことは十分可能とされていることから、平成20（2008）年度以降、基準ケース0．7％（経済好転ケース1．0％、経済悪化  
ケース0．4％）と設定。なお、平成19（2007）年度までの足下の全要素生産性上昇率は、「改革と展望－2002年度改  
定（内閣府）」の参考試算における平成15（2003）～19（2007）年度の実質経済成長率の見通しと整合性のある数値  

として0．2％と設定。   

b．資本分配率  
「1一雇用者所得／（固定資本減耗＋営業余剰＋雇用者所得）」の平成4（1992）～平成13（2001）年度の10年間  

の実績平均（国民経済計算年報 平成15年版）に基づき37．3％と設定。   

C．資本減耗率  
「固定資本減耗／有形固定資産」の平成4（1992）～平成13（2001）年度の10年間の実績平均（国民経済計算年報  

平成15年版）に基づき8・2％と設定。  第1囲総投資率の推移  

35α 

d．総投資率   
過去の実績の傾向を第1図のとおり対数正規曲線  

により外挿し、平成44（2032）年度には21．4％になる   30仇  

ものと設定。  

25仇  

7  12  17  22  27  32  37  42  47  55  ∝）  Z  

昭和・ヰ度  平成・・年度  
価）（鶴（髄 （慨（皿）（狐）（却10：飢 二刀20 ′2025 ′2∝氾  

′20ヲ   



〔推計の過程〕   

推計の過程は第2表のとおりであり、平成20（2008）～44（2032）年度の1人当たり実質賃金上昇率は1．1～1．2％、  
利潤率は6．5％と見込まれている。なお、この間の労働力人口の平均伸び率は－0．5％であることから、実質経済成長  
率は0．6～0．7％と見ていることになる。  

第2表1人当たり実質賃金上昇率及び利潤率の推計  

労働力人口   全要素生産性  資本   資本成長率  実質経済  1人当たり  

年度  【；∃＝ケア   十十＋  ｛イi金∈∃＝方   

T   言 耳）   E ㈲   ナ＋   ⑧   渦 汀   詑   
千人  10億円  10億円  

平成12（2000）  
13（2001）  0．20％  37．3％  8．2㌔  24．7％  502，602  1，164，029   

14（2002）  66．947  」〕．6％   0．20％  37．3％  8．2％  25．5％   506，597   1，193，413   2．5％   0．8‰   1．35ワら   7．7ワc  

15（2003）  67，235  0．4％   0．20％  37．3％  8．2％  25．2％   513，996   1．225，096   2．7％   1．5ウb   1．03ウb   7．5ワc   

16（2004）  67，531  0．4㌔   0．20％  37．3％  8．2％  25．0％   521，085   1，254，757   2．4％   1．4‰   0，9490   7．3ワc   

17（2005）  67．765  0．3㌔   0．20％  37．3％  8．2％  24．8％   527．565   1．282，539   2，2％   1．2㌔   0．9090   7．2ウc   

18（2006）  67．778  0．0㌔   0．20％  37．3％  8．2％  24．5％   532．668   1，308，493   2．0％   1．0‰   0，95ウb   7．0％   

19（2007）  67．635  －0．2㌔   0．20％  37．3％  8，2％  24．4％   536．670   1，332，474   1．8％   0．8‰   0．9即b   6．9ウb   

20（2008）  67．484  －0．2％   0．70％  37，3％  8，2％  24．2％   542．974   1，354，420   1．6％   1．2％   1，40％   6．8ウb   

21（2009）  67．305  －0．3㌔   0．70％  37．3％  8．2％  24．0％   548．964   1．375，097   1．5％   1．1ワb   1．379b   6．7ウb   

22（2010）  67．268  －0．1㌔   0．70％  37，3％  8．2％  23．8ワb   555，517   1．394，562   1．4％   1．2‰   1．259b   6．7ワc   

23（2011）  67．261  0．0㌔   0．70ワり  37．3％  臥2ワb  23．7％   562，125   1．413，078   1．3％   1．2％   1．20ウ0   6．7ワゎ   

24（2012）  66．967  －0．4㌔   0．70％  37．3％  8．2％  23．5％   567．140   1．430，759   1．3％   0，9％   1．33％   6．即¢   

25（2013）  66．621  －0．5？b   0．70ワb  37．3％  8．2％  23．4％   571．727   1．447，317   1．2％   0．8％   1．32ウら   6，即e   

26（2014）  66．275  0．5㌔   0．70ワも  37．3％  8．2％  23．2ワも   576．145   1．462，770   1．1％   0．8％   1．29ワも   6．5ワ8   

27（2015）  65．965  －0．5％   0．70‰  37．3％  8．2％  23．1％   580．605   1，477，188   1，0％   0．8％   1．249b   6．5ワ8   

28（2016）  65．611  －0．5㌔   0．70％  37．3％  8，2％  23．0％   584．697   1，490，689   0．9％   0．7‰   1．24％   6．5ウc   

29（2017）  65．295  －0．5㌔   0．70％  37．3％  臥2％  22．8％   588，865   1，503，281   0．8％   0．7％   1．2090   6．5ウセ   

30（2018）  65．003  －0．4㌔   0．70‰  37，3％  8．2％  22．7％   593．062   1，515，073   0．8％   0．7ワも   1．16％   6．4ワセ   

31（2019）  64．728  －0．4％   0．70％  37．3％  8．2％  22．6‰   597，2（；1   1，526，155   0．7％   0．7％   1．13ウ0   6．4？C   

32（2020）  64．441  －0，4％   0．70㌔  37．3％  8．2％  22．5％   601，305   1，536，599   0．7％   0．7％   1．1200   6．49c   

33（2021）  64．184  －0．4？℃   0．70㌔  37．3％  8．2％  22．4㌔   605，446   1，546，439   0．6％   0．7％   1．09qゥ   6．4？仁   

34（2022）  63．928  －0．4？℃   0．70㌔  37．3％  8．2％  22．3㌔   609，533   1，555，757   0．6％   0．7ワ0   1．07つ○   6．5q亡   

35（2023）  63．638  －0．5％   0．70㌔  37．3％  8．2％  22．2㌔   613，3引   1，564．597   0．6％   0．6％   1．088〇   6．5つ亡   

36（2024）  63．308  －0．5㌔   0．70㌔  37．3％  8．2％  22．1㌔   616，883   1，572，952   0．5％   0．6％   1．090〇   6．5？亡   

37（2025）  62．963  －0．5？も   0．70㌔  37．3％  8．2％  22．0㌔   620，240   1，580，805   0．5％   0．5ウb   1．0900   6．5？C   

38（2〔！26）  62．61モヨ  0．6㌔   0．70％  37．3％  ● 一－  21．9％   623．520   1，588，173   0．5％   0．59b   1．08㌔   Rちロ＿   

39（2027）  62．212  」〕．6％   0．70㌔  37．3％  8．2％  21．8％   626，377   1．595．088   0．4％   0．5％   1．10㌔   6．5㌔   

40（2028）  61．767  →0．7％   0．70㌔  37．3％  8．2％  21．7％   628，889   1，601．506   0．4％   0．4％   1．12％   6．5？c   

41（2029）  61．290  －0．8％   0．70㌔  37．3％  8．2％  21．6％   631．111   1，607，403   0．4％   0．4ウb   1．13％   6．5？て   

42（2030）  60．747  －0．9％   0．70％  37．3％  8．2％  21．6％   632．810   1，612，768   0．3％   0．3％   1．1即り   6．5㌔   

43（2031）  60，348  －0．7㌔   0．70㌔  37．3％  臥2％  21．5％   635，331   1，617，543   0．3％   0．4％   1，0即も   6．5㌔   

44（2032）  59．750  －1．0？も   0．70㌔  37，3％  8，2％  21．4％   636．484   1，621．964   0．3％   0．2％   1．17qo   6．5？c   

前年度のヱ  前年度の亘  推計方法         ×（1十当年度の遁）   ×（1＋当年度のL二ざ）   前年度の （L：す×L7／／Lこき一二ぎ）  3＋ヰ×二ぎ ＋（1－ヰ）×：21  こ碕・－二∑  、丼×、こ工／老   
平成20（2008）～44（2032）年度平均  

8   



（3）予定運用利回りの設定  
・過去における実質長期金利と日本経済全  実

に
 
、
と
 
 

で
こ
 
 

る
 
 

に  間
 
 

の
 
 

率
 
潤
 
 

の
 
 

体
 
 

去15～24年間の平均を基礎として、過去の利潤率と推計した将来の利潤率の比率を乗  

質長期金利を推計した。  
なお、過去の実績をとる期間は、金利自由化後の昭和53（1978）年以降としている。  

第3表 基準ケースの場合の実質長期金利の推計結果  

じ  

′美質長期金利   利潤率   利潤率   利潤率   実質Jミ期金利  

（過去平均）   （過去平均）   （推計値）   低下割合   （推r汁値）  

3 せ＝烏．：／′、号 ふ十、主．て×4 

過去24年度   3．27％   1l．2？も   6．5％   0．5日   1．90％   

過去20年り隻   3．40？も   10．6％   6．5％   0．61   2．08％   

過去15隼度   2．80％   9．9％   6．5％   0．66   1．85％   

・過去の実績をとる期間を15年、20年、24年と3通りとって推計を行い、平成20（2008）～平成44（2032）年度にお  
ける実質長期金利は1．8～2．1％の範囲（基準ケース）と推計した。  

・分散投資により追加的に得られる収益率の見込みが最大0．5％であることから、実質運用利回りの範囲は1．8～  
2．6％とした。  

第4表 実質的な運用利回り等の範囲  

実質賃金」二男∴争1   実質1革I†】tりし亘月り   害盲躍イ】ぺノなi室巨月］手り回り  

（女ナ年毎伯盲1ニ零∴ラ‘こ）   （ま寸牛勿イ田i上二号i率）   （オナ賃金」二昇率）   

モ主元（コ（）（）ニミ＼二（）（）7年三′吾）  

0．†）、1＿（）－■も章呈麦   1．（i、2．1r二）ム考量度   し）．7＼1．1r－｛，ユ■邑ノき＝   

鼻薬才】（」0（JH年三．妻どノ、降）  

f7、：く1  

「I、FIJヒ昇率1．（⊃0も）   1＿ 5㌧1．（う0も幸呈度   1＿ ∈卜＼2．7仁Iも章呈ノ葦二   （⊃．4、ノl＿1＝｛，壬呈責  

ケーーフ、二∠  

「Ⅰ’卜1）上昇率（⊃．7し－†，）   1．1㌧1．2〔－も奉呈度   1▼ 8、－2．fうくニーイ，ラ’l主J宅：   （二）．7‾－1＿ 1＝イ、子主．妻  

ウ－′フ、：∃  
（′Ⅰ、FP上昇率0，1‥イ1）   （⊃．8（二｝ム章呈ノ膏   1．7、一2．n＝ム主呈ノ妻：   （）．1）、1．7りム章呈ノ書   
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就業者に占める雇用者の割合  

○現在（平成19年平均）の就業者の内訳をみると、雇用者が86％程度、自営業主が10％程度、   

家族従業者が4％程度となっている。  

【平成19年平均における就業者の内訳】   

男女計  

6，412万人  

0  1，000  2，000  3，000  4，000  5，000  6，000  7，000（万人）  

○長期的にみると、就業者、雇用者とも増加傾向にあるが、産業構造の変化に伴い就業者に占め   

る雇用者の割合は上昇傾向にある。  

【就業者に占める雇用者の割合の推移（男女計）】  

（％）100  10，000（万人）  

1972   1977   1982   1987   1992   1997  2002  2007（年平均）  

出典：総務省「労働力調査」。  10   



就業者に占める雇用者の割合（男女別）  

○就業者に占める雇用者の割合を男女別にみると、  

・男性は、就業者数、雇用者数ともに1997年頃をピークに頭打ち傾向があるなか、就業者に占め  
る雇用者の割合は現在でも緩やかな上昇傾向にある。  

・女性は、就業者数に頭打ち傾向がみられるが、雇用者数は上昇傾向が続き、就業者に占める雇  
用者の割合は現在でも上昇傾向にある。  

・ただし、就業者に占める雇用者の割合が男女とも足下で86％の水準まで高まっており、今後、  
いずれかの時点で頭打ち傾向に転ずるものと考えられる。  

【男 性】  
（万人）  

6000  

1972 1977 1982 19871992 1997 2002 2007（年平均） 1972 1977 1982 19871992 1997 2002 2007（年平均）  

出典‥総務省「労働力調査」。  11   



非正規労働者の増加をはじめとする就業形態の変化について  

（手雇用者に対する非正規雇用者の割合の変化  

○労働力調査によると、男女とも非正規雇用の割合（雇用者に対する非正規雇用者の割合）は   
増加傾向にあり、どの年齢層でもこの10年間で高まっている様子が見られる。  

【男女別、年齢階級別10年間の変化】  
【長期的な推移】  

（非正規雇用割合、％）  （非正規雇用割合、％〉  男 性（年齢階級別）  
80  

60  

40  

20  

0  

15～24 25～34 35～44 45～54 55～64 65～歳  

（非正規雇用割合、％）  女 性（年齢階級別）  
80  

60  

40  

20  

0  
1983 1986  1991  1996  2001  2006  

（年度末）  15～24 25～34 35～44 45～54 55～64 65～歳  

（注）総務省りjr働力調査（詳細集．汁）」「労働力調査特別調査」による。  

隼度末時点に近い調査として、2000牛皮までは翌年2月調査、2001隼度以降は翌勺二t～3Jいド均を川いているこ．  12   



② 非正規雇用者の就業形態の多様化   

○総務省「労働力調査」によると、非正規雇用に占めるパート・アルバイトの割合が最近低下傾向   
にあり、派遣社員、契約社員・嘱託などの割合が高まっている。   

【非正規雇用者の雇用形態別分布（男女計）】  

非正規の  

職員  
労働者派遣 の  

■従業員  パート   アルバイト   
事業所  

・嘱託   
その他  

派遣社員   

平成19年   100．0％   67．2％   47．5％   19．7％   7．7％   17．2％   7．9％   

平成15年   100．0％   72．4％   49．7％   22．7％   3．3％   15．7％   8．6％   

平成11年   100．0％   83．6％   56．0％   27．6％  16．4％   

平成7年   100．0％   82．4％   56．2％   26．2％  17．6％   

平成3年   100．0％   81．8％   58．2％   23．6％  18．2％   

【非正規雇用者の雇用形態別分布（女性）】  

非正規の  

職員  
労働者派遣   

・従業員  パート   アルバイト   
事業所の  その他  

派遣社員  

平成19年   100．0％   76．1％   61．9％   14．2％   6．7％  11．5％  5．7％   

平成15年   100．0％   80．6％   64．6％   16．0％   3．5％  10．5％  5．5％   

平成11年   100．0％   90．6％   71．2％   19．4％  9．4％   

平成7年   100．0％   90．6％   71．8％   18．8％  9．4％   

平成3年   100．0％   90．8％   74．5％   16．3％  9．2％   

13   出典：総務省「労働力調査（詳細結果）」「ガ働力調査特別調査」。平成15年以降は年平均、平成11年以前は2月調査。  



③ 非正規雇用者の労働時間分布   

○総務省「労働力調査」によって非正規雇用者の労働時間分布をみると、非正規雇用の割合が高   
まっているなかで、非正規雇用に占めるパートアルバイトの割合が低下し、それ以外（派遣社員、   
契約社員、嘱託その他）の割合が高まっていることを反映して、就業時間が週30時間よりも短い   

非正規雇用者の割合はやや低下傾向にある。  

【非正規雇用者の1週間の就業時間別分布（男女計）】  

雇用者に占  非正規雇用に占  

男女計  める非正規  めるパートアル  
雇用の割合   バイトの割合   

平成19年   33．3％   67．2％   

平成15年   30．2％   72．4％   

平成11年   24．9％   83．6％   

平成19年  
□1－14時間  

□15－29時間 田30－34時間 口35－39時間  

●40時間以上  

平成15年  

平成11年  

0  20  40  60  80  100（％）   

非正規雇用者の1週間の就業時間別分布（女性）】  

雇用者に占  非正規雇用に占  

女性  める非正規  めるパートアル  

雇用の割合   バイトの割合   

平成19年   53．6％   76．1％   

平成15年   50．7％   80．6％   

平成11年   45．5％   90．6％   

平成19年  
ロト14時間  

□15－29時間  

回30－34時間  

ロ35－39時間  

■40時間以上  

平成15年  

平成11年  

0  20  40  60  80  100（％）  

出典‥総務省「労働力調査（詳細結果）」「労働力調査特別調査」。平成15年以降は隼平均、、n成11年以前は2月調査こ  14   



④ 就業形態別にみた厚生年金適用割合   

○厚生労働省「就業形態の多様化に関する総合実態調査」によって就業形態別の状況をみると、   

・非正社員であっても、契約社員、嘱託社員、出向社員、派遣労働者では週所定労働時間が30時  
間以上の割合が高く、厚生年金に適用される割合も高めである。   

・一方、臨時的雇用者やパートタイム労働者では厚生年金に適用される割合が低くなる様子がみ  
られる。  

【就業形態別にみた週所定労働時間の分布と厚生年金適用割合】  （平成15年時点）  

就業形態  30時間以上  
厚生年金に適用され  

計  る労働者の割合  

うち20時間未満   

正社員  （65．9％）  100．0％  100．0％   99．3％   

非正社員  （34．1％）  100．0％   37．0％   14．3％   63．0％   47．1％  

契約社員  （2．4％）   100．0％   14．0％   6．8％   86．0％   72．2％  

嘱託社員  （1．5％）   100．0％   9．1％   3．1％   90．9％   84．5％  

出向社員  （1．6％）   100．0％   0．9％   0．0％   99．1％   89．3％  

派遣労働者  （2．1％）   100．0％   12．9％   4．1％   87．1％   67．3％  

臨時的雇用者  （0．5％）   100．0％   42．3％   18．5％   57．7％   22．7 ％  

パートタイム労働者 （22．5％）   100．0％   49．8％   18．8％   50．2％   34．7 ％  

その他  （3．6％）   100．0％   13．2％   7．6％   86．8％   65．6％   

（汁1）就業形態の欄の括弧内は労働者全体に対するそれぞれの就業形態の労働者の割合。  

（汁2）男女合計のデータである。  

出典：厚生労働省「平成15隼就慄形態の多様化に関する総合 実態調査」の個人調査。  

調査対象は、常川ガ働者を5人以上雇用する民営事業所から、地域、産業、事業所規模別に層化して無作為に抽出した  
軋232事業所に就業している労働者から無作為に抽出した35，094人（有効「叶答率71．0％）  〕15   



「新雇用戦略」－「全員参加の社会」の実現を目指して－  （ポイント）  

障害者等について、「『福祉から雇用へ』推進5カ年計画」に基づき、着実に就労による自立を図る。  
雇用・福祉・教育等の連携による就労支援力の強化、中小企業への重点的支援、生活保護世帯・母子世帯に対する就労支援  

「安定した雇用・生活の実現」、「安心・納得して働＜ことのできる環境整備」に取り組む。  
正社員以外の待遇改善、仕事と生活の調和の実現、地域雇用対策、人材面からの中小企業支援、情報提供・相談機能の強  
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内閣府「日本経済の進路と戦略」参考試算（平成20年1月）について  

～ 内閣府資料より抜粋 ～  

（1）平成20年の参考試算の概要  

○ 改革や財政収支改善努力を前提として実現される将来の経済財政の全体像を提示。〕   

○ マクロ経済については、「成長シナリオ」および「リスクシナリオ」の2つのシナリオを想定。  

○ 歳出・歳入一体改革については、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」で決定し   

た歳出改革を踏まえ、2つのケースを想定。   

・歳出削減ケースA：▲14．3兆円の歳出削減の考え方に対応するケース   

・歳出削減ケースB：▲11．4兆円の歳出削減の考え方に対応するケース   

○ 試算は、マクロ経済（GDP，物価等）、財政及び社会保障の相互連関を考慮した計量経済モ   

デル（「経済財政モデル（第二次再改訂版）」（推計式と定義式からなる連立方程式体系））を基   

礎としている。）  

○ 試算の期間は平成23（2011）年度までの4年間。  

○ 試算の内容は、   

・マクロ経済の姿：経済成長率、物価上昇率、失業率、長期金利等   

・国と地方の財政の姿：基礎的財政収支、公債等残高等   

・国の一般会計の姿：社会保障関係費、公共事業関係費、地方交付税、国債費、税収、公債金等   

・地方普通会計の姿：一般歳出、地方税、地方交付税、国庫支出金、地方債等  

17   



（2）マクロ経済についての2つのシナリオ  

成長シナリオ   リスクシナリオ   

左記の政策の効果が十分に発現され  
「日本経済の進路と戦略」に沿って我が国の潜在  

ず、かつ世界経済の減速など外的な  
経済の姿   成長力を高めるための政策が実行される場 、  

経済環境も厳しいものとなる場合の経  

視野に入ることが期待される経済の姿。  
済の姿。   

生産性  
足元の0．9％程度（2000年度以降実績平均）から   平成21（2009）年度から平成23（2011）  

平成23（2011）年度に1．5％程度まで徐々に上昇。   年度にかけて、2000年度以降の平均  

（TFP）  

めの規制改革や労働市場政・tト等の国内改革に加え、企  
業のIT化・利活用の促進により＝右   

年金給付の比率に応じて変化。   

グローバル化改革、グローバル化のメリットを享受するた  程度（0．9％程度）に低下。   
高齢者（60歳以上）の労働参加率は、名目賃金と   高齢者（60歳以上）の労働参加率は、  

平成20（2008）年度以降横ばい。  

労働力  
60歳未満の労働参加率は、労働市場改革を受け、  60歳未満の労働参加率は、平成20  

女性を中心に徐々に上昇。  （2008）年度以降横ばい。   

度の63％程度から、、ド成23（2011）隼度の68％程度まで  
徐々に上昇。  例えば、30－34歳女件のウJ′働参加率は、平成18（2006）年  

世界経済  
IMFの世界経済見通し（2007年秋）をもとに、平成  平成20（2008）年度年率3．0％の後、  

20（2008）年度年率3．0％の後、平成21（2009）年   平成23（2011）年度にかけて年率  

実質成長率            度以降年率3．8％程度で推移。   1．5％程度まで徐々に低下。   

○平成19（2007）年度、平成20（2008）年度の経済成長率及び物価上昇率等は、「平成20年度の経済見通しと経済財政   
運営の基本的態度（平成19（2007）年12月19日閣議了解）」による。  
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（3）マクロ経済に関する主な試算結果  

○ 成長シナリオ（歳出削減ケースA）  

平成19年度  平成20年度  平成21年度  平成22年度  平成23年度  

（2007年度）   （2008年度）   （2009年度）   （2010年度）   （2011年度）   

実質成長率   1．3％   2．0％   2．3％   2．5％   2．6％   

名目成長率   0．8％   2．1％   2．5％   2．9％   3．3％   

消費者物価上昇率   0．2％   0．3％   0．6％   1．0％   1．4％   

完全失業率   3．9％   3．8％   3．6％   3．5％   3．4％   

名目長期金利   1．6％   1．7％   2．1％   2．4％   2．9％   

○ 制約シナリオ（歳出削減ケースA）  

平成19年度  平成20年度  平成21年度  平成22年度  平成23年度  

（2007年度）   （2008年度）   （2009年度）   （2010年度）   （2011年度）   

実質成長率   1．3％   2．0％   1．6％   1．3％   1，1％   

名目成長率   0．8％   2．1％   1．8％   1．6％   1．6％   

消費者物価上昇率   0．2％   0．3％   0．6％   0．9％   1．1％   

完全失業率   3．9％   3．8％   3．7％   3．6％   3．6％   

名目長期金利   1．6％   1．7％   1．9％   2．1％   2．3％   
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最近の物価、賃金などの動向（1）  

賃金上昇率  
消費者物価          ‾－‾‾‾－‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾ 1‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾  

≡／玉音   

上昇率  きまって支給  実質利回り  
十  総額  

する給与   
②   （②／（主）   

実質賃金上昇率  （③／（王）  

（前年比、％）   （前隼比、〔）り   （前年比、ウイ））   （？′；））   （ワ（））   （∩∴〕  

平城10（1998）年  0．6  －1．3   －1．9   1．、   0．91   

11（1999）   －0．3  －1．5   －1．2   1．   2．04   

12（2000）   －0．7  0．8   1．   2∴43   

13（2001）   －0．7  －0．9   1」   2．01   

14（2002）   －0．9  →2．9   2．0   1」   2．コ∩   

15（2003）   －0．3  －0∴i   0．〔   1．29   

16（2004）   0．0  －0．7   1．′   1．50   

17（3005）   －0」う  0．9   1．   1．67   

18（2006）   0．3  0．0   1．   1．45   

19（2007）   0．0   －0．2   －0．7   －0．7   1．（i97   1．70   

（前牢同月比、％）  （前年同月比、ワ／こ，）  （前隼Irr川比、r）／こ））   （〔）り   （％）   （？′′；〕）  

平城19（2007）隼 4J］  0．0  0．2   1．（   1．66   

5ノゴ   0．0  ←0．2   －0．2   1．（   1．65   

6ノJ   －0．2  0．7   1．   2．01   

7ノJ   0．0  －1．7   －1．7   1．   1．”H   

8」j   －0．2  0．8   1．   コ．01   

9月   0．2  －0∴1   1．   1．H5   

10月   OJう  －0．4   1．   1」～8   

11月   0．6  －0．5   1．   1．0（う   

12月   0．7  【2∴l   1∴   0．7丁   

れ足0（2008）隼 1月   0．7  0．9   1∴   0．74   

2月   1．0  0．5   1∴   0．46   

3月   1三2  01i   1；   0．1丁   

4月   0．8  0．0   1J   0．㍊   

1．3  5月  0．5   1．   0．36   

6ノ］   2．0  －1．6   1．   －0．20   

7ノ］   2．3  －2．0   1．   －0．58   

8月   2．1  －2．0   1．、   －0．5（；   

9月   2．1   0．1   0．1   －2．0   1．i85   －0．（；0   

（J朋1主）総務省「消費者物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、財務省公よ資料  20   



最近の物価、賃金などの動向（2）  

国内総生産（GDP）  GDPデ  フレータ   

実額  国内  輸出物価  輸入物価  雇用者  雇用者  
上昇率   衰酬  1 扉川音報酬   

（名目）   消費支出   

（川億円）  

平成10（1998）牢  50′1，8′1こう   －2．0   －2．0   0．0   0．2   －1．5   l∴i   ーーーニ′l．9   1」i   0．9   

】1（1999）  －1．4   －10．2   【9∴ミ   －2．0   1．こぅ   

（注）雇用者1人あたり雇用者報酬は国民経済計算における墟川音報酬（暦年値）を労働力朗査における雇用者数（年平均）で除して算出  

車釦玉物価、輸入物価ほ円ベース指数二．  

（仕付畦）内閣府「国民経済計筒」、総務省「労働力調査」、日本銀行「企業物価指数」  21   


